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A  1.景気 2017 年 1 月 
 
 

 2.物価 2017 年 1 月 
 
 
 

 3.失業率 2017 年 1 月 
 
 
 

台 

湾 

経 

済 

 a.景気総合判断点数 

前月より 1 点上昇し 27 点となった｡景気対策信号

は安定を示す「緑ランプ」を維持した｡一致指数､

先行指数の上昇傾向から､当局は､景気は緩やかな

回復傾向にあるとの見方を維持した｡ 

b.景気動向指数 

①景気一致指数(当面の景気動向を示す指数) 

 機械･電機設備輸入額､商業売上高､鉱工業生産指 

  数､通関輸出額､製造業出荷額指数､電力使用量､非 

  農業部門の就業者数の増加で前月比で増加した｡ 

 ②景気先行指数(数カ月先の景気動向を示す指数) 

 株価指数､SEMI 半導体 B/B レシオ等の増加で前月 

 比で増加した｡ 

※SEMI=国際半導体製造装置材料協会 

 ※M1B=現金通貨+普通預金+個人向け普通貯蓄預金+当座預金 

  a.卸売物価 

石化関連製品､金属､化学材料等の値上げを受けて､

前年同月比でプラスで推移した｡ 

b.消費者物価 

 ①雑項類が旧正月前の保育等への謝礼金支払で上 

昇したこと 

 ②交通類が国際原油価格の上昇で燃料価格の値上 

げで上昇したこと 

 ③食品類が天候不順の影響で野菜や果物の価格高 

騰に加え､水産品､外食等の値上げで上昇したこ 

と 

 等から､前年同月比で 17 カ月連続でプラス成長と 

なった｡ 

 a.失業率:3.78% 

 前月より0.01ポイント減少した｡失業者数は44万5 

千人で前月より1千人減少した｡うち､初めての求職 

活動で仕事が見つからなかった人は2千人､仕事内 

容への不満から離職した人は1千人減少した｡一方､ 

業務縮小や休廃業による失業者は1千人､季節性ま 

たは臨時性業務の終了等による失業者は1千人増加 

した｡ 

b.就業 

就業者数は､前年同月比+0.68%の 1,132 万人｡業種

別では､製造業は前年同月比+0.45%の 304 万人､第

三次産業は同+0.87%の 670 万人となっている｡産

業別就業者数の構成比を見ると､製造業 26.84%､第

三次産業 59.26%､その他(一次産業+製造業を除く

二次産業)13.90%となっている｡ 

  図 A1.景気総合判断点数と景気動向指数の推移  出所:国発会  
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図 A2.物価指数上昇率と構成項目の寄与度 単位%､前年比ベース 

  
  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  
  
  

 

 図 A3.失業率の推移 年齢層別 単位:%     出所:主計総処 
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A  4.通関貿易 2017 年 1 月 
 
 
 
 

 5.鉱工業生産 2017 年 1 月 
 
 
 

 6.小売業売上高 2017 年 1 月 
 
 
 

台 

湾 

経 

済 

 a.輸出 

  ①中国向けの電機機械の堅調､化学品の増加  

②アセアン向けの電機機械の堅調､鉱物品や金属の増加 

  ③韓国向けの電機機械の堅調､金属や鉱物品の好調 

 等から､前年比ではプラスで推移した｡ 

b.輸入 

①アセアンからの電機機械の活況､鉱物品の大幅増 

②韓国からの電機機械の活況､鉱物品の増加 

③中東からの鉱物品の増加 

等から､前年比ではプラスで推移した｡ 

c.収支 

前年比ベースでは､黒字額は対中､対アセアンが増加､対 

米が減少した｡赤字額は対日が減少した｡対欧は黒字に 

転じた｡ 

 a.鉱工業生産全般 

IC をはじめとする半導体関連の需要増が全体を 

押し上げ､液晶パネルも増産したため､前年同月 

比では 6 か月連続のプラス成長となった｡当局 

は､今後の展望ついて､世界経済の回復に伴い､製 

造業の需要が増えるとみている｡ 

b.製造業 4 大産業別 

①金属機械 

機械設備や鉄鋼の需要増があったが､前年同月の比

較ベースが高かったから､マイナス成長となった｡ 

②電子情報 

半導体関連製品の需要増等で 2 桁成長を維持した｡ 

③化学 

国際原油価格の上昇に伴う石化原料の市況回復等

で増加した｡ 

④民生 

既製服や紡織等が軒並み減産したことでマイナス

に転じた｡ 

 a.小売業全般 

旧正月連休前の消費意欲の高まり等を背景に総 

合小売業の大型セールの実施が全体の数値を押 

し上げたほか､燃料業や既製服関連も売上げを伸 

ばしたため､前年同月比でプラスで推移した｡ 

b.総合小売業 

① 百貨店  旧正月商戦の開催が売上げ増に寄与し

た｡ 
 

② スーパー  スーパーの出店拡大､お正月向けた販促

等で増加基調を維持した｡ 

③ コンビニ  旧正月用食品や手土産の商機等が売上

高の上昇を促した｡ 

④ 量販店  店舗数の増加､販促活動が奏功し活況を

みせた｡ 

c.外食業 

旧暦の忘年会の開催やお正月料理の好調な売れ

行き等を背景に堅調な伸びとなった｡ 

  図 A4.輸出入 国別実績 億 US$              出所:財政部 
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 図 A5.製造業４大産業別伸び率推移 単位%､前年比ベース 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 図 A6.小売業売上高 業界別 億 NT$       出所:経済部 
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出所:経済部 
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B  1.GDP 行政院主計総処 2017/02時点予測  2.景気  3.物価 行政院主計総処 2017/02時点予測 
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 a. 2016 年(10～12 月)の結果   

2016 年 Q4 の実質 GDP 成長率は前年同期比+2.88%

と､前期（同+2.12%）から上昇した。 

内需をみると､個人消費は減税措置を追い風とする乗

用車販売の加速でプラスで推移した｡半導体設備や航

空機の投資も増加した｡ 

外需をみると､輸出はスマホ需要を取り込む半導体産

業関連の輸出増で加速した｡輸入は民間設備投資や輸

出の加速を背景に回復した｡総じて､輸出や投資の活

発化から､台湾経済は足元､回復基調にある｡ 

b. 2017 年の見通し  2016: +1.50%→ 2017: +1.92% 

個人消費は輸出の減速や自動車減税の効果の逓減で

やや弱含む見込み｡また､主要 IT 企業の設備投資計画

が保守的になるため､民間設備投資の伸びが鈍化する

見込み｡よって､内需は勢いを欠く展開になると予測

される｡ 

外需は IT 需要のサイクル等の理由で､回復のペースは

一旦落ちるも､2017 年半ば頃からは再び加速する見

込み｡総じて､2017 年の実質 GDP 成長率の上昇は小

幅にとどまるとみられる｡ 

 a. 2016 年の結果 

①景気対策信号 

景気対策信号は 16 年 3 月まで 10 カ月連続での引き

込み加速を示す「青」で推移してきたが､4 月に冷え

込み注意を示す「黄青」まで回復した｡7 月以降､先進

国景気の回復が輸出を支えること､民間設備投資の加

速等を背景に､連続で安定を示す「緑」で推移してい

る｡総じて､景気は緩やかな回復基調を持続している｡ 

②景気動向指数  

ⓐ景気一致指数(当面の景気動向を示す指数) 

機械･電機設備輸入額､鉱工業生産指数､電力（企

業）使用量､非農業部門就業人数等の増加により､

前年同期に比べプラスに転じた｡ 

ⓑ景気先行指数(数ヶ月先の景気動向を示す指数) 

M1B､輸出受注指数､SEMI 半導体 B/B レシオの増

加により､前年同期に比べマイナス幅が縮小した｡ 

b. 2017 年の見通し 

中国経済の減速傾向､米トランプ大統領の保護主義的

な通商政策の動向等不透明要素を引き続き注視して

いく必要があると思われる｡ 

 a. 2016 年の結果 

①卸売物価 WPI 

ⓐ原油価格の下落を受けた石油関連製品や化学材料

の価格が下がったこと 

ⓑ金属､電子部品､パソコン・電子・光学製品等も値

下がりしたこと 

等から､前年比-2.99%とマイナスで推移した｡ 

②消費者物価 CPI 

ⓐ天候不良が続いた影響で食品類の値上がりが全

体を押し上げたこと 

ⓑ雑項類や医薬保健類価格も上昇したこと 

等から､同+1.40%とプラスに転じた｡ 

b.2017 年の見通し (予測値は行政院主計総処) 

①国際農工業用原材料価格の下げ止まり 

②原油価格の回復傾向 

③肉類､野菜､果物等の価格上昇傾向 

等要因より､WPI 伸び率は前年比+1.53%､CPI 伸び率

は同+1.08%となる見込み｡ 

  図 B1.GDP 成長率と支出項目寄与度 年ベース 単位%   図 B2.景気総合判断点数と景気動向指数の推移  年ベース   
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 図 B3.物価指数年増率の推移 年ベース 単位:% 出所:主計総処 
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B  4.失業･賃金  5.通関貿易 行政院主計総処 2017/02時点予測  6.鉱工業生産 

年 

報   
  

16 

年 
の 
結
果 
と 
17

年 
の 
見 
通 

し 

 a. 2016 年の結果 

①失業率 16 年平均 3.92%､前年比 0.14 ポイント上昇 

失業率は前年と比べやや悪化したものの､当局は､

2016 年下期の景気好転で失業率は徐々に低下して

いると説明した｡ 

②平均賃金: 16 年平均 48,790NT$ 前年比+0.62% 

景気減速に伴い平均賃金の伸びは前年(同+2.52％)を

下回っている｡平均引き上げ幅が大きい業種は順に 

 教育サービス業(24,873NT$､同+2.35%)､情報通信業 

(67,709NT$､同+1.89%)､運輸・倉庫業(52,132NT$､同 

+1.78%)｡一方､水供給・汚染修復関連､鉱業・採石業､ 

不動産業､電力関連等の伸びは軒並みマイナスをみ 

せた｡ 

b.2017年の見通し 

労働基準法改正の影響のほか､外需の回復､インフ 

ラ整備計画の推進等を背景に､企業は雇用を増やす 

傾向にある｡ただ､同法の改正・施行に伴う残業代・ 

休日出勤手当の基準引き上げ等による産業界のコ

スト増と競争力の低下を心配する声には注意を払

う必要があると思われる｡ 

 a. 2016 年の結果 

①輸出:2,803 億 US$､前年比-1.76% 

 世界経済の減速を背景に輸出不振が続いている｡6

月まで 17 カ月連続で前年割れとなった｡国･地域別

では､ 

ⓐ対中(含香港)輸出は精密機器や鉱物品等の減少 

ⓑ対米国輸出は金属､輸送器具､電機機械等の減少 

等のほか､対中東や対日本等も軒並み減少したた

め､マイナスで推移した｡ 

②輸入:2,306 億 US$､前年比-2.80% 

ⓐ対中東輸入は主として鉱物品関連の減少 

ⓑ対アセアン輸入は貴金属の低迷､鉱物品や化学品

の減少 

等のほか､対中国や対米国等も減少したため､マイ 

ナスで推移した｡ 

b. 2017 年の見通し (予測値は行政院主計総処 2017/02 時点) 

 2017 年前半にかけて､欧米の輸入の伸びが緩むこ 

と､スマホの売れ行き鈍化等により､輸出の改善は 

続くも勢いは弱まると考えられる｡通年では､通関 

ベースの輸出伸び率は同+8.50%､輸入伸び率も同 

+9.77%になると見込まれている｡ 
 

 a. 2016 年の結果 
①鉱工業全般： 

4 月まで 12 カ月連続で前年割れが続いており､リ
ーマンショック時並みの水準まで低下している｡5
月は電子部品業等の需要回復で一年連続の低下に
歯止めがかかった｡7月は一旦微減となったが､8月
以後はプラスで推移した｡総じて､モバイル端末向
けの IC や液晶パネル関連の需要増で鉱工業生産指
数は前年比 1.53%とプラスに転じた｡ 

②製造業四大産業区分 
ⓐ電子情報は液晶パネルや半導体等を中心に増産

の動きがみられたため､増加した｡ 
ⓑ金属機械は鉄鋼市況の改善や機械設備の需要増

等でマイナス幅が縮小した｡ 
ⓒ化学産業は化学材料や化学製品等が増産したた

め､微増となった｡ 
ⓓ民生産業は食品､煙草等の増産で増加に転じた｡ 

b. 2017 年の見通し 
輸出の持ち直しを反映し､製造業の景況感に改善傾
向がみられる｡ただ､IT市場での競争激化や保護貿
易主義の動向等を注視する必要がある｡一方､住宅
市況悪化による建設投資の低迷が理由で､建設業の
高い伸びは期待しにくい｡ 

  図 B4.失業率と賃金状況の推移  年ベース      出所:主計総処 

年齢別 失業率% 賃金状況 千 NT$ 

  

 

 図B5.エリア別輸出入実績の推移年ベース  単位億US$､% 出所:財政部 

     

   輸出  輸入  

億 US$    % 

 
 

 図 B6.鉱工業生産指数伸び率%  年ベース       出所:経済部 
鉱工業生産全般 製造業 4 大産業区分 
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B  7.小売業売上高  8.金利・為替 2016 年の結果  9.対台・対外投資 2016 年の結果 

年 

報   
  

16 

年 
の 
結
果 
と 
17

年 
の 
見 
通 

し 

 a. 2016 年の結果 

小売業売上高: 4 兆 968 億 NT$ 前年比+1.90% 

総合小売業が全体を押し上げ､自動車､食品､衣類等

の主要業種の売上高も前年を上回った｡世界景気の

減速で輸出の不振が目立った一方､小売業は堅調な

伸びをみせた｡業種別では 

 ①総合小売業がスーパーや百貨店等主要業種の売 

  上高増加で堅調な伸びで推移した｡ 

②自動車関連では新車買い替え補助策の実施等に 

よる消費意欲の増加でプラスで推移した｡ 

③食品飲料業は夏の猛暑による飲料やアイス等の 

涼味商材の販売好調で売上高の上昇を促した｡ 

 一方､外食業(同+3.62%)は訪台観光客の増加､忘年 

 会や旧正月大型連休期間中の外食の機会増加､レス 

トランチェーン店の増加､気温上昇による飲料等の 

需要増で堅調な伸びが続いた｡ 

b. 2017 年の見通し 

自動車減税が 2 年目を迎え､その効果が逓減するこ

と等が想定されるため､小売業の売上高は増勢鈍化

に転じる可能性があると思われる｡ 

 a. NT$金利 

中銀は､景気下支えに向け緩和的金融政策を維持す 

るとし､政策金利を現在の 1.375%に据え置くこと 

を決定した｡据え置きは 3 四半期連続｡ 

2016 年下期以降､輸出関連や製造業の改善で景気

が緩やかに回復しており､インフレ率も安定に推移

しているため､当局は､政策金利(現在､1.375%) の

ほか､担保融通貸出金利(1.750%)､短期融通貸出金

利(3.625%)を据え置いた｡ 

b. 為替相場(15年 31.74NT$⇒16年 32.26NT$) 

 米国の追加利上げ観測の高まりを背景にUS$高が 

進む一方､中銀によるNT$安誘導の為替介入の実施 

等を受けてUS$高NT$安の基調が続いている｡ 

 2016年度のNT$は31.47～33.43を中心としたレン 

ジで推移している｡総じて､16年は15年と比べて 

 0.52NT$安となった｡ 

 

 a.対台投資(含む中国): 112.8 億 US$､前年比+124% 

欧州(US$72.7億､同+609%)､NIES.3 (US$7.5億､同+30%)､中南
米(US$17.5 億､同+5%)､米国(US$1.4 億､同+7%)等からの投
資増加で対台湾直接投資は前年同期比で 3 桁のプ
ラス成長となった｡5 月に米半導体大手マイクロ
ン・テクノロジーが､9 月にオランダ系半導体装置
大手 ASML がそれぞれ大型投資を実施したことが
投資額の急増につながった｡一方､中国(US$2.5 億､同

+1%；主に絶縁材料や金属部品加工関連)による対台湾投資額

が全体に占める割合は 2.2%にとどまった｡ 

b.対外投資(含む中国) :217.9 億 US$､前年比+0.4% 

 対 ASEAN.5(US$6.9 億､同▲78%)､欧州(US$11.4 億､同▲55%)

の投資は軒並み減少したが､対日本 (US$45 億､同

+1383% ､ 鴻海精密工業によるシャープの買収 ) ､NIES.3 

(US$21.8 億､同+106%)の投資増加で､台湾対外投資は対
前年同期比でプラスを維持した｡一方､対外投資全
体に占める対中国(US$96.7 億､同▲12%､過去の追認申請案件

を含む)投資の割合は前年の51%から44%に縮小して
いる｡中国経済の減速や労働コストの上昇等による

負のインパクトが強まっていることが示唆された｡ 
※NIES.3=香港､韓国､シンガポール 

※ASEAN.5=マレーシア､インドネシア､タイ､フィリピン､ベトナム 
  図 B7.小売業売上高伸び率%､年ベース         出所:経済部 

 
 図 B8.金利・為替レートの推移 

金利%     出所:中央銀行 為替レート  出所:Mizuho Taipei  

   
安 

  

高 

 

 図 B9.対台投資・対外投資 億 US$  出所 経済部投資審議委員会 
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C.経済統計  台湾主要経済指標                                                      
年 実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 伸 び 率 % (2011年 価格) 一人当   年 景気 景気 指数 物 価 指 数 2011 =100 失業率 通  関 貿 易 

 
ＧＤＰ 

個人 政府 固定資 財貨サ ービス たりの    対策 先 一 卸 売 物 価 消費者 物価  金 額 MUS$ 年 増  率 % 

月 消費 消費 本形成 輸出 輸入 GNI US$   月 信号 行 致 指 数 年増率 指 数 年増率 % 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 

2011 3.80  3.12  1.95  -1.15  4.20  -0.46 21,507   2011 24 100.2 103.6 100.00 4.32 100.00 1.42 4.39 312,923 288,062 24,861 12.6 12.4 

2012 2.06 1.82 2.16 -2.61 0.41 -1.78 21,967   2012 17 97.5 99.5 98.84 -1.16 101.93 1.93 4.24 306,409 277,324 29,085 -2.1 -3.7 

2013 2.20 2.34 -0.79 5.30 3.50 3.40 22,526   2013 20 99.8 99.1 96.44 -2.43 102.74 0.79 4.18 311,428 278,010 33,418 1.6 0.3 

2014 4.02 3.44 3.66 2.05 5.86 5.67 23,330   2014 25 101.2 101.9 95.89 -0.57 103.97 1.20 3.96 320,092 281,850 38,242 2.8 1.4 

2015 0.72 2.68 -0.26 1.64 -0.34 1.19 23,131   2015 17 99.7 99.9 87.41 -8.84 103.65 -0.31 3.78 285,344 237,219 48,124 -10.9 -15.8 

2016p 1.50 2.14 3.05 2.71 2.12 3.39 23,325   2016 21 99.3 100.2 84.81 -2.97 105.10 1.40 3.92 280,321 230,568 49,753 -1.8 -2.8 

1          1 14 98.1  97.1  84.81 -5.14 103.12 0.81 3.87 22,187 18,647 3,540  -12.9 -11.5 

2 -0.23 2.64 6.34 -0.12 -3.88 -1.39 5,688   2 16 98.0  97.0  84.55 -4.90 105.12 2.41 3.95 17,752 13,583 4,169  -12.0 -13.2 

3          3 16 98.1  97.1  84.44 -4.92 
 

104.47 2.01 3.89 22,717 18,186 4,532  -11.4 -17.0 

4          4 17 98.4  97.6  84.26 -4.21 
 

104.81 1.87 3.86 22,230 17,439 4,791  -6.5 -9.6 

5 1.13 1.59 2.03 0.16 0.21 -0.29 5,590   5 20 98.8  98.3  85.07 -2.80 

 

104.41 
 

1.23 

 
3.84 23,539 20,025 3,514  -9.6 -3.4 

6          6 20 99.3  99.1  85.33 -2.80 
 

 

104.78 
 

0.91 
 

3.92 22,860 19,295 3,565  -2.2 -10.0 

7          7 23 99.8  100.0  84.81 -2.48 105.02 1.23 4.02 24,092 20,415 3,677  1.1 -0.1 

8 2.12 2.70 3.37 3.66 3.66 5.34 5,940   8 25 100.1  101.0  83.89 -3.97 104.98 0.57 4.08 24,629 20,635 3,994  1.0 -0.8 

9          9 23 100.3  102.0  84.03 -3.78 105.46 0.33 3.99 22,553 18,176 4,377  -1.8 0.7 

10          10 24 100.4  103.1  84.72 -1.82 106.99 1.70 3.95 26,736 22,309 4,428  9.4 19.5 

11 2.88 1.62 0.95 6.81 8.02 9.58 6,107   11 26 100.4  104.3  85.25 -0.33 106.53 1.97 3.87 25,330 21,021 4,309  12.1 2.8 

12          12 28 100.4  105.5  86.55 1.84 105.46 1.70 3.79 25,696 20,837 4,859  14.0 13.2 

2017f 1.92 1.75 0.34 1.80 4.01 4.07 24,607   2017              

1          1 29 101.8 105.4 87.12 2.72 105.44 2.25 3.78 23,741 20,246 3,495 7.0 8.6 

2 2.45 1.68 -1.71 3.08 7.75 8.82 6,158   2              

3          3              

4          4              

5 2.29 1.76 0.68 2.83 6.12 5.50 5,949   5              

6          6              

7          7              

8 1.51 1.75 -0.19 1.06 3.28 3.15 6,179   8              

9          9              

10          10              

11 1.50 1.81 2.30 0.49 -0.24 -0.36 6,321   11              

12          12              

資料 行  政  院  主  計  総  処   資料 国 発 会 行 政 院 主 計 総 処 財 政 部 統 計 処 

注:公共支出=政府消費+政府投資+公営事業投資､年増率=対前年(同期､同月)伸び率%､GDP は 2017 年 2 月 15 日発表のもの､輸出入は国連の 2004 年｢国際商品貿易統計ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ｣の新制度を採択(輸出入=輸出入+再輸出入)｡ 
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台湾主要経済指標 (続 1) 
年 鉱工業 生産指数 小売業 売上額 株価 株式売 マネーサ プライ 預金総 額 期末値 貸出総 額 期末値 外貨 金  利 水  準 % 手形不 渡比率 年 

 指数 年増率 金 額 年増率 指数 買代金 M2日 平均値 金額 年増率 金額 年増率 準備高 公定 貸出基 コール 枚数比率 金額比率  

月 点 % 億NT$ % 1966=100 10億NT$ 10億NT$ 年増率 10億NT$ % 10億NT$ 年増率 億US$ 歩合 本金利 レート % % 月 

2011 100.00 4.44 36,939  6.32 8,156 26,197 31,714 5.83 32,302 4.18 24,173 6.00 3,856 1.875 2.882 0.341 0.17 0.36 2011 

2012 99.75 -0.25 37,832 2.41 7,481 20,238 33,038 4.17 33,300 3.09 25,549 5.69 4,032 1.875 2.883 0.428 0.18 0.38 2012 

2013 100.40 0.65 38,574 1.96 8,093 18,941 34,617 4.78 35,062 5.29 26,721 4.59 4,168 1.875 2.882 0.386 0.17 0.41 2013 

2014 106.80 6.37 40,074 3.89 8,992 21,899 36,577 5.66 37,134 5.91 28,111 5.20 4,190 1.875 2.883 0.387 0.17 0.46 2014 

2015 104.93 -1.75 40,203 0.32 8,959 20,192 38,894 6.34 39,356 5.98 29,406 4.61 4,260 1.625 2.829 0.353 0.18 0.52 2015 

2016 106.42 1.42 40,968 1.90 8,763 16,771 40,647 4.51 40,717 3.46 30,548 3.88 4,342 1.375 2.631 0.193 0.19 0.61 2016 

1 101.60 -5.99 3,634 7.15 7,871 1,504 39,975 5.63 39,605 5.70 29,537 4.43 4,260 1.625 2.802 0.233 0.19 0.55 1 

2 86.46 -4.15 3,303 0.11 8,247 954 40,386 5.17 39,696                                   5.07 29,715 4.13 4,288 1.625 2.760 0.202 0.15 0.52 2 

3 108.62 -2.92 3,196 1.08 8,688 1,875 40,450 4.81 39,784 4.85 29,746 4.23 4,316 1.500 2.760 0.201 0.18 0.62 3 

4 102.64 -3.57 3,279 2.26 8,568 1,305 40,497 4.65 40,001 4.72 29,677 3.70 4,332 1.500 2.714 0.201 0.20 0.57 4 

5 108.49 1.90 3,351 0.94 8,235 1,400 40,518 4.14 39,894 4.09 29,795 4.02 4,334 1.500 2.686 0.201 0.18 0.61 5 

6 107.89 1.14 3,358 0.47 8,595 1,367 40,487 4.42 40,066 4.81 29,816 4.65 4,336 1.500 2.686 0.201 0.20 0.71 6 

7 109.04 -0.36 3,445 2.79 8,900 1,546 40,704 4.70 40,327 4.86 29,948 4.17 4,341 1.375 2.681 0.178 0.21 0.61 7 

8 112.06 7.78 3,284 -0.02 9,094 1,598 40,863 4.51 
 

40,372 4.39 30,246 4.45 4,359 1.375 2.639 0.178 0.18 0.74 8 

9 107.34 4.56 3,304 2.98 9,131 1,300 40,868 4.05 40,293 4.06 30,238 3.81 4,367 1.375 2.639 0.184 0.19 0.66 9 

10 109.31 3.43 3,567 0.42 9,274 1,206 40,815 3.98 40,415 3.87 30,337 3.96 4,353 1.375 2.631 0.178 0.19 0.60 10 

11 111.55 9.11 3,578 2.51 9,098 1,475 40,965 3.96 40,478 3.78 30,424 4.06 4,343 1.375 2.631 0.183 0.19 0.59 11 

12 112.07 6.25 3,668 2.06 9,245 1,242 41,235 4.11 40,717 3.46 30,548 3.88 4,342 1.375 2.631 0.174 0.22 0.58 12 

2017                   2017 

1 104.77 2.77 3,774 3.85 9,352 1,034 41,463 3.72 40,724 2.83 30,831 4.38 4,366 1.375 2.631 0.173 0.17 0.52 1 

2                   2 

3                   3 

4                   4 

5                   5 

6                   6 

7                   7 

8                   8 

9                   9 

10                   10 

11                   11 

12                   12 

資料 経  済   部 統 計 処 台湾証券 取引所  中 央 銀 行  経 済 研 究 処  資料  
注：公定歩合は年末値を指す｡貸出基本金利:台湾銀行､合作金庫､第一銀行､華南銀行､彰化銀行５行の平均金利 

但し､貸出基本金利の中止により､2006 年から､同５行の基準金利(新規貸出金利)を採択｡コールレート：コールオーバーナイトレートを指す｡ 
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物価指数 単位：点､％ 2011 年=100      出所：行政院主計総処 
                        
年 卸売 物価 消費者 物価 食 物 衣 類 住 居 交 通 医 療 保 健 教 育 娯 楽 雑 項 輸 入 物 価 輸 出 物 価 年 
                        
月 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 月 

2011 100.00 4.32 100.00 1.42 100.00 2.26 100.00 2.88 100.00 0.86 100.00 1.41 100.00 1.82 100.00 0.52 100.00 1.40 100.00 7.65 100.00 0.09 2011 
2012 98.84 -1.16 101.93 1.93 104.16 4.16 102.52 2.52 101.13 1.13 100.44 0.44 100.86 0.86 100.68 0.68 102.30 2.30 98.72 -1.28 98.38 -1.62 2012 
2013 96.44 -2.43 102.74 0.79 105.48 1.27 102.33 -0.19 102.05 0.91 100.90 0.46 102.05 1.18 101.01 0.33 102.69 0.38 94.33 -4.45 96.35 -2.06 2013 
2014 95.89 -0.57 103.97 1.20 109.42 3.74 103.64 1.28 102.95 0.88 99.71 -1.18 102.65 0.59 100.94 -0.07 104.18 1.45 92.35 -2.10 96.45 0.10 2014 
2015 87.41 -8.84 103.65 -0.31 112.84 3.13 103.06 -0.56 101.78 -1.14 93.97 -5.76 102.93 0.27 100.92 -0.02 104.51 0.32 80.40 -12.94 91.95 -4.67 2015 
2016 84.81 -2.97 105.10 1.40 118.75 5.24 103.28 0.21 101.53 -0.25 92.95 -1.09 103.75 0.80 101.01 0.09 106.09 1.51 77.96 -3.03 89.45 -2.72 2016 
2017                       2017 

1 87.12 2.72 105.44 2.25 117.50 2.98 100.93 0.18 101.43 0.01 94.95 4.66 104.22 0.92 101.87 1.87 110.60 6.41 81.07 4.94 90.80 -0.75 1 

2                       2 

3                       3 

4                       4 

5                       5 
6                        6 

7                       7 

8                       8 

9                       9 

10                       10 

11                       11 
12                       12 

 

雇用概況  出所：行政院主計総処 
 就 業 状 況   千人  %  失 業 状 況 千人 %  賃  金  状 況 (平 均 賃 金)  NT$ %   

                         15 歳以 労働力 就業 産  業  別 就  業 構   造  失業 失業率 年 齢 別  二次+三 次産業 二次 産業 製造 業 三次 産業  

                         上人口 人数 人数 一次 二次 製造業 三次  人数 全体 15-24 25-44 45-64  金額 年増率 金額 年増率 金額 年増率 金額 年増率  

2011 19,253 11,200 10,709 5.06 36.34 27.54 58.60  491 4.39 12.47 4.46 2.64  45,508 2.59 43,746 2.32 43,316 2.40 46,933 2.80 2011 
2012 19,436 11,341 10,860 5.01 36.23 27.39 58.75  481 4.24 12.66 4.38 2.31  45,589 0.18 44,011 0.61 43,689 0.86 46,850 -0.18 2012 
2013 19,587 11,445 10,967 4.96 36.16 27.24 58.89  478 4.18 13.17 4.27 2.25  45,664 0.16 44,076 0.15 43,829 0.32 46,921 0.15 2013 
2014 19,705 11,535 11,079 4.95 36.14 27.14 59.91  457 3.96 12.63 4.13 2.09  47,300 3.58 45,378 2.95 45,207 3.14 48,815 4.04 2014 
2015 19,842 11,638 11,198 4.95 36.03 27.00 59.02  440 3.78 12.05 3.95 1.99  48,490 2.52 46,735 2.99 46,781 3.48 49,861 2.14 2015 
2016 19,962 11,727 11,267 4.95 35.88 26.87 59.17  460 3.92 12.12 4.08 2.15  48,790 0.62 47,035 0.64 47,258 1.02 50,146 0.57 2016 
2017                       2017 

1 20,011 11,765 11,320 4.91 35.83 26.84 59.26  445 3.78 12.01 3.95 1.99          1 

2                       2 

3                       3 

4                       4 

5                       5 

6                       6 
7                       7 

8                       8 

9                       9 

10                       10 

11                       11 

12                       12 
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貿易統計  1.国･地域別 単位：百万US$､％ 出所：財政部統計処 

年 合    計 ア  ジ  ア  日  本  年 
月 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 月 

2011 312,923 288,062 24,861 12.6 12.4 216,697 160,932 55,765 12.0 10.6 19,242 53,149 -33,906 3.2 0.5 2011 

2012 306,409 277,324 29,085 -2.1 -3.7 215,667 149,624 66,043 -0.5 -7.0 19,624 48,342 -28,718 2.0 -9.0 2012 

2013 311,428 278,010 33,418 1.6 0.3 221,886 148,190 73,696 2.9 -1.0 19,391 43,690 -24,299 -1.2 -9.6 2013 

2014 320,092 281,850 38,242 2.8 1.4 227,572 153,817 73,755 2.6 3.8 20,142 41,984 -21,842 3.9 -3.9 2014 

2015 285,344 237,219 48,124 -10.9 -15.8 201,677 136,448 65,228 -11.4 -11.3 19,592 38,865 -19,273 -2.7 -7.4 2015 

2016 280,321 230,568 49,753 -1.8 -2.8 200,709 138,219 62,490 -0.5 1.3 19,551 40,622 -21,071 -0.2 4.5 2016 

2017                2017 

1 23,741 20,246 3,495 7.0 8.6 16,889 11,783 5,106 8.4 8.1 1,662 2,901 -1,240 -1.6 -3.8 1 

2                2 

3                3 

4                4 

5                5 

6                6 

7                7 
8                8 

9                9 

10                10 

11                11 

12                12 

 

年  中  国 ＋ 香  港   中  国   香  港  年 

月 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 月 
2011 125,971 45,681 80,290 8.4 20.8 85,244 44,095 41,150 9.4 21.6 40,726 1,586 39,141 6.4 1.2 2011 

2012 121,161 44,016 77,145 -3.8 -3.6 82,666 41,431 41,235 -3.0 -6.0 38,495 2,585 35,910 -5.5 63.0 2012 

2013 125,305 44,931 80,375 3.4 2.1 84,122 43,345 40,777 1.8 4.6 41,183 1,585 39,598 7.0 -38.7 2013 

2014 128,534 50,989 77,544 2.6 13.5 84,738 49,254 35,484 0.7 13.6 43,795 1,735 42,060 6.3 9.4 2014 

2015 112,540 46,734 65,806 -12.4 -8.3 73,410 45,266 28,144 -13.4 -8.1 39,130 1,468 37,663 -10.7 -15.4 2015 

2016 112,277 45,321 66,955 -0.2 -3.0 73,879 43,991 29,888 0.6 -2.8 38,398 1,331 37,067 -1.9 -9.4 2016 

2017                2017 

1 9,209 3,978 5,231 7.6 -3.1 6,199 3,858 2,341 12.7 -3.6 3,009 119 2,890 -1.5 16.1 1 

2                2 

3                3 

4                4 

5                5 

6                6 

7                7 

8                8 

9                9 

10                10 
11                11 

12                12 
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貿易統計  1.国･地域別(続 1)   単位：百万US$､％ 出所：財政部統計処 
年  韓   国  ア セ ア ン ※  米  国  年 
月 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 月 

2011 12,630 18,186 -5,556 15.9 12.1 51,323 32,951 18,372 22.7 13.4 36,558 27,767 8,791 15.4 3.6 2011 

2012 12,137 15,305 -3,167 -3.9 -15.9 56,247 31,686 24,561 9.8 -3.9 33,224 25,701 7,523 -9.1 -7.4 2012 

2013 12,223 16,163 -3,939 0.7 5.6 58,327 32,845 25,482 3.9 3.3 32,630 28,410 4,220 -1.8 10.5 2013 

2014 12,988 15,289 -2,301 6.3 -5.4 59,217 34,093 25,124 1.2 3.4 35,114 30,036 5,078 7.6 5.7 2014 

2015 12,879 13,450 -571 -0.8 -12.0 50,706 28,554 22,152 -14.4 -16.2 
 

34,543 29,196 5,347 -1.6 -2.8 2015 

2016 12,788 14,650 -1,862 -0.7 8.9 50,411 26,869 24,448 -0.6 -5.9 33,523 28,597 4,926 -3.0 -2.1 2016 

2017                2017 

1 1,150 1,276 -126 21.8 23.9 4,370 2,538 4,370 11.7 20.6 2,826 2,771 55 3.8 16.6 1 

2                2 

3                3 

4                4 

5                5 

6                6 

7                7 

8                8 

9                9 

10                10 

11                11 

12                12 

   アセアン：ここではインドネシア､マレーシア､フィリピン､シンガポール､タイ､ベトナムの６カ国 

年  欧  州   中  東  年  

月 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 輸出金額 輸入金額 収 支 輸出伸び率 輸入伸び率 月  

2011 31,427 30,775 652 6.4 14.3 7,590 36,058 -28,468 21.1 14.7 2011  

2012 28,897 29,507 -610 -8.1 -4.1 7,401 43,305 -35,904 -2.5 20.1 2012  

2013 27,906 31,012 -3,106 -3.4 5.1 7,614 43,647 -36,034 2.9 0.8 2013  

2014 29,122 32,045 -2,923 4.4 3.3 
 

8,324 40,321 -31,997 9.3 -7.6 
 

2014  

2015 25,964 28,499 -2,535 -10.9 -11.1 7,000 23,813 -16,812 -15.9 -40.9 2015  

2016 26,221 28,924 -2,704 1.0 1.5 5,942 17,799 -11,857 -15.1 -25.3 2016  

2017           2017  

1 2,385 2,167 218 7.6 -12.5 447 1,759 -1,311 -20.0 11.8 1  

2           2  

3           3  

4           4  

5           5  

6           6  

7           7  

8           8  

9           9  

10           10  

11           11  

12           12  
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貿易統計  2.主要輸出製品別 単位：百万 US$ ％   出所：財政部統計処 
 合 計 鉱 物 化 学 プラスチ ック･ゴム 紡 織 金 属 電 子 機 械 電 機 情報 通信 その他電 子電機 輸送 機器 光学 機器  

 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率  

2011 312,923 12.6 18,150 22.1 22,784 16.4 25,331 13.4 12,715 12.5 30,317 16.6 75,473 9.2 22,545 21.0 12,548 -12.5 36,762 17.8 746 4.8 10,304 10.3 23,966 1.3 2011 

2012 306,409 -2.1 22,375 23.3 21,195 -7.0 24,359 -3.8 11,844 -6.9 28,248 -6.8 75,216 -0.3 22,513 -0.1 12,854 2.4 31,553 -14.2 711 -4.6 11,114 7.9 23,444 -2.2 2012 

2013 311,428 1.6 24,315 8.7 21,827 3.0 24,975 2.5 11,727 -1.0 27,748 -1.8 80,595 7.2 21,548 -4.3 13,726 6.8 31,073 -1.5 673 -5.3 11,043 -0.6 22,723 -3.1 2013 

2014 320,092 2.8 21,438 -11.8 22,187 1.7 24,360 -2.5 11,615 -1.0 29,122 5.0 90,159 11.9 22,911 6.3 13,280 -3.3 31,007 -0.2 714 6.1 11,699 5.9 21,184 -6.8 2014 

2015 285,344 -10.9 12,075 -43.7 18,181 -18.1 21,131 -13.3 10,825 -6.8 25,475 -12.5 85,913 -4.7 21,516 -6.1 11,831 -10.9 30,479 -1.7 654 -8.4 11,773 0.6 16,417 -22.5 2015 

2016 280,321 -1.8 10,959 -9.2 17,151 -5.7 19,921 -5.7 9,930 -8.3 24,532 -3.7 92,798 8.0 21,149 -1.7 9,520 -19.5 30,181 -1.0 595 -9.1 10,838 -7.9 15,239 -7.2 2016 

2017                           2017 

1 23,741 7.0 1,040 25.5 1,570 14.7 1,611 3.2 747 -7.0 2,236 13.7 7,769 10.1 1,864 7.9 803 0.1 2,461 2.6 49 -2.2 915 1.3 1,244 1.1 1 

2                           2 

3                           3 

4                           4 

5                           5 

6                           6 

7                           7 

8                           8 

9                           9 

10                           10 

11                           11 

12                           12 

 

貿易統計 3.主要輸入製品別 単位：百万 US$ ％  出所：財政部統計処 
 合 計 鉱 物 化 学 プラスチ ック･ゴム 紡 織 金 属 電 子 機 械 電 機 情報 通信 その他

電 
子電機 輸送 機器 光学 機器  

 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び

率 
金額 伸び

率 
金額 伸び

率 
金額 伸び

率 
金額 伸び率 金額 伸び率  

2011 

 

288,062 12.4 68,445 23.9 34,404 15.2 10,097 14.4 3,626 23.5 27,252 11.1 41,151 3.4 26,259 -4.6 9,998 15.3 13,406 15.6 1,081 15.4 8,763 15.5 11,363 5.1 2011 

2012 277,324 -3.7 74,453 8.8 30,487 -11.4 9,553 -5.4 3,444 -5.0 23,319 -14.4 38,102 -7.4 22,954 -12.6 8,924 -10.7 13,062 -2.6 1,079 -0.1 9,249 5.6 10,596 -6.8 2012 

2013 278,010 0.3 74,049 -0.5 31,180 2.3 8,988 -5.9 3,376 -2.0 21,986 -5.7 38,728 1.6 24,686 7.6 8,090 -9.4 14,167 8.5 1,119 3.7 9,299 0.5 11,064 4.4 2013 

2014 281,850 1.4 70,140 -5.3 30,346 -2.7 9,174 2.1 3,501 3.7 23,351 6.2 40,882 5.6 24,174 -2.1 7,980 -1.4 14,392 1.6 1,149 2.6 10,871 16.9 12,051 8.9 2014 

2015 237,219 -15.8 41,573 -40.7 25,637 -15.5 7,985 -13.0 3,512 0.3 19,235 -17.6 38,320 -6.3 23,991 -0.8 7,365 -7.7 13,329 -7.4 1,101 -4.1 11,830 8.8 10,999 -8.7 2015 

2016 230,568 -2.8 35,018 -15.8 24,991 -2.5 7,568 -5.2 3,341 -4.9 16,825 -12.5 41,995 9.6 28,634 19.4 7,084 -3.8 13,098 -1.7 1,171 6.4 11,316 -4.3 10,825 -1.6 2016 

2017                           2017 

1 20,246 8.6 3,703 37.7 2,002 -6.8 606 -7.2 265 -14.7 1,475 13.2 3,618 15.0 2,342 10.5 530 -9.5 1,215 12.0 104 -13.0 801 -21.5 926 13.0 1 

2                           2 

3                           3 

4                           4 

5                           5 

6                           6 

7                           7 

8                           8 

9                           9 

10                           10 

11                           11 

12                           12 
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鉱工業生産指数  単位：点､％ 2011 年=100  出所：経済部統計処 
                                            
年   鉱 業   金 属 機 械 電 子 情 報 化 学 民 生 光 熱 水 道 建 設 年 

月 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 指数 伸び率 月 

2011 100.00 4.44 100.00 -7.12 100.00 4.69 100.00 6.18 100.00 10.02 100.00 -4.34 100.00 0.92 100.00 0.62 100.00 0.20 100.00 7.58 2011 
2012 99.75 -0.25 97.27 -2.73 99.68 -0.32 95.91 -4.09 101.20 1.20 101.66 1.66 99.58 -0.42 99.18 -0.82 99.40 -0.60 107.12 7.12 2012 

2013 100.40 0.65 92.33 -5.08 100.24 0.56 95.58 -0.34 102.42 1.21 102.40 0.73 99.50 -0.08 101.26 2.10 100.10 0.70 111.07 3.69 2013 

2014 106.80 6.37 90.70 -1.77 106.89 6.63 101.52 6.21 114.50 11.79 101.85 -0.54 101.04 1.55 102.53 1.25 100.61 0.51 122.80 10.56 2014 

2015 104.93 -1.75 84.02 -7.36 105.30 -1.49 97.28 -4.18 113.20 -1.14 103.03 1.16 99.77 -1.26 93.68 -8.63 98.52 -2.08 127.18 3.57 2015 

2016 106.54 1.53 76.43 -9.03 107.40 1.99 96.70 -0.60 118.02 4.26 103.93 0.90 100.54 0.77 90.86 -3.01 99.01 0.50 115.60 -9.11 2016 

2017                     2017 
1 104.77 2.77 77.54 -5.51 106.13 3.80 93.46 -1.18 116.92 8.35 105.13 4.18 98.81 -3.92 71.41 -23.12 100.90 0.96 135.56 12.41 1 

2                     2 

3                     3 

4                     4 

5                     5 
6                     6 

7                     7 

8                     8 

9                     9 

10                     10 

11                     11 
12                     12 

 

商業売上高伸び率  単位：％ 出所：経済部統計処 ※ 商業：ここでは卸売業､小売業､飲食業の 3 業種 
                                                                     

 商  業 卸売業 飲食業 小売業 
総合 
小売 

百貨店 ｽｰﾊﾟｰ ｺﾝﾋﾞﾆ 量販店 
その他 

総合小売 
食品 
飲料等 

衣類 
家庭 
用品 

化粧品 
薬品 

文教 
娯楽品 

建材 燃料 
3C 

商品 

自動車
ﾊﾞｲｸ等 

その他 

専門小売 
無店舗  

2011 3.88 2.85 8.44 6.32 6.62 7.60 7.35 6.74 6.51 4.14 3.35  3.21  4.28  4.98  2.12  7.19 4.66  5.53  15.39  2.60  5.41  2011 
2012 -0.41 -1.61 3.58 2.41 5.06 3.63 5.92 8.83 2.52 3.40 6.09 0.76 -0.98 0.04 -2.44 -2.31 0.44 3.12 0.32 -0.37 3.53 2012 
2013 1.08 0.72 1.57 1.96 2.90 3.09 4.52 3.12 0.48 3.28 5.22 -1.53 -0.02 1.50 -3.22 2.32 2.12 -1.63 3.46 -9.00 7.15 2013 
2014 2.65 2.15 3.05 3.89 5.14 6.06 5.34 4.75 2.49 6.83 0.83 3.92 5.54 4.04 4.46 2.48 -1.98 0.25 7.98 -0.94 7.87 2014 
2015 -2.53 -3.87 2.69 0.32 4.02 4.17 7.89 2.01 4.08 3.28 2.67 1.43 -0.35 2.95 2.05 -1.66 -23.91 0.17 1.18 1.08 5.32 2015 
2016 -0.63 -1.86 3.62 1.90 4.67 4.47 9.35 4.68 4.55 0.26 1.59 2.07 -4.85 4.16 -2.57 -2.78 -5.63 -1.45 5.43 -6.00 5.14 2016 
2017                      2017 

1 0.94 -0.82 10.53 3.85 9.97 10.46 10.91 10.48 14.25 1.27 0.97 6.67 -4.99 7.40 0.34 -4.45 25.85 -3.82 -1.31 -7.79 0.72 1 

2                      2 

3                      3 

4                      4 

5                      5 

6                      6 
7                      7 

8                      8 

9                      9 

10                      10 

11                      11 

12                      12 
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鉱 工 業 製 造 業 

年 
 
月 

年 
 
月 



為替相場(みずほ銀行公示レート) 
 

1.2017 年 2 月の為替レート 

日 US$/￥ US$/NT$ ￥／NT$ 日 US$/￥ US$/NT$ ￥／NT$ 日 US$/￥ US$/NT$ ￥／NT$ 日 US$/￥ US$/NT$ ￥／NT$ 

別 仲    値 仲    値 仲    値 別 仲    値 仲    値 仲    値 別 仲    値 仲    値 仲    値 別 仲    値 仲    値 仲    値 

1 旧正月 9 112.10 31.04 0.2769 17 113.40 30.76 0.2713 25 土曜日 

2 112.60 31.04 0.2757 10 113.60 31.10 0.2738 18 112.85 30.77 0.2727 26 日曜日 

3 113.00 31.04 0.2747 11 土曜日 19 日曜日 27 調整休日 

4 土曜日 12 日曜日 20 112.90 30.81 0.2729 28 平和記念日 

5 日曜日 13 113.95 31.03 0.2723 21 113.45 30.83 0.2717 MID 113.07 30.88 0.2732 

6 112.30 30.90 0.2752 14 113.35 30.83 0.2720 22 113.55 30.78 0.2711 

7 111.80 30.98 0.2771 15 114.35 30.70 0.2685 23 113.20 30.74 0.2716 

8 112.10 31.07 0.2772 16 113.80 30.79 0.2706 24 112.90 30.71 0.2720 

 
2. 2002 年以降 US$対 NT$相場推移(月間仲値平均) 

 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年  

１月 35.03 34.59 33.68 31.91 32.09 32.74 32.36 33.29 31.86 29.04 30.04 29.08 30.11 31.64 33.43 31.71 １月 

２月 35.05 34.77 33.21 31.49 32.34 32.95 31.58 34.22 32.05 29.30 29.53 29.59 30.30 31.49 33.27 30.88 ２月 

３月 35.01 34.71 33.30 31.14 32.48 33.01 30.59 34.33 31.83 29.51 29.51 29.74 30.39 31.45 32.68  ３月 

４月 34.90 34.81 32.99 31.51 32.30 33.14 30.33 33.66 31.47 28.97 29.46 29.83 30.21 31.01 32.33  ４月 

５月 34.44 34.71 33.51 31.29 31.75 33.26 30.58 32.88 31.82 28.73 29.47 29.77 30.12 30.60 32.55  ５月 

６月 33.98 34.62 33.63 31.35 32.47 32.95 30.36 32.77 32.18 28.82 29.91 29.93 29.98 30.90 32.39  ６月 

７月 33.39 34.40 33.89 31.90 32.61 32.80 30.40 32.89 32.12 28.82 29.97 29.95 29.93 31.15 32.11  ７月 

８月 33.96 34.32 34.11 32.09 32.78 32.96 31.21 32.86 31.89 28.97 29.95 29.95 29.97 32.18 31.56  ８月 

９月 34.59 33.99 33.91 32.91 32.90 32.99 31.96 32.59 31.72 29.74 29.52 29.67 30.11 32.60 31.47  ９月 

10月 34.95 33.86 33.80 33.48 33.19 32.54 32.68 32.30 30.80 30.28 29.26 29.39 30.40 32.50 31.56  10月 

11月 34.70 34.04 32.76 33.57 32.81 32.33 33.09 32.32 30.32 30.22 29.12 29.51 30.71 32.58 31.73  11月 

12月 34.85 34.05 32.19 33.29 32.51 32.42 33.12 32.26 29.89 30.26 29.05 29.76 31.40 32.79 31.98  12月 

年平均 34.57 34.41 33.42 32.16 32.52 32.84 31.52 33.03 31.50 29.39 29.57 29.68 30.30 31.74 32.26 31.30 年平均 
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3. 2002 年以降の US$対￥相場推移(月間仲値平均)  

 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年  

１月 132.53 118.72 106.44 103.29 115.32 120.27 107.90 90.61 91.17 82.56 76.83 88.96 104.13 118.30 118.25 114.90 １月 

２月 133.54 119.36 106.50 104.73 117.87 120.69 107.31 92.36 90.09 82.88 78.07 93.21 102.16 118.43 115.17 113.07 ２月 

３月 131.15 118.57 108.60 105.24 117.24 117.29 100.71 97.68 90.53 81.78 82.40 94.76 102.32 120.39 112.90  ３月 

４月 130.91 119.78 107.46 107.18 117.10 118.77 102.59 98.77 93.39 83.19 81.36 97.91 102.52 119.56 109.47  ４月 

５月 126.42 117.26 111.96 106.65 117.71 120.67 104.16 96.59 92.07 81.18 79.74 100.94 101.83 120.76 108.93  ５月 

６月 123.52 118.17 109.50 108.58 114.46 122.50 106.90 96.64 90.88 80.51 79.29 97.46 102.07 123.65 105.29  ６月 

７月 118.00 118.65 109.30 111.92 115.62 121.54 106.64 94.45 87.66 79.43 79.00 99.65 101.72 123.33 104.22  ７月 

８月 118.95 118.82 110.39 110.70 115.82 116.65 109.24 94.80 85.40 77.15 78.67 97.86 102.96 123.18 101.24  ８月 

９月 120.77 115.06 109.98 111.08 117.02 115.03 106.69 91.45 84.41 76.78 78.16 99.27 107.28 120.11 102.10  ９月 

10月 123.85 109.63 109.08 114.80 118.67 115.70 100.40 90.23 81.86 76.77 78.97 97.91 108.01 120.05 103.72  10月 

11月 121.45 109.26 104.84 118.36 117.22 111.10 96.93 89.16 82.44 77.56 80.96 103.54 116.07 122.46 107.94  11月 

12月 121.90 107.81 103.79 118.54 117.25 112.34 91.20 89.75 83.29 77.86 83.69 104.13 119.41 121.65 115.97  12月 

年平均 125.25 115.92 108.15 110.09 116.78 117.71 103.39 93.54 87.77 79.80 79.76 97.97 105.87 120.99 108.77 113.99 年平均 

 

4.2002 年以降の￥対 NT$相場推移(月間仲値平均) 

 2002年   2003年 2004年    2005年   2006年   2007年   2008年   2009年   2010年   2011年   2012年   2013年   2014年   2015年   2016年   2017年  

１月 0.2643 0.2914 0.3164 0.3090 0.2783 0.2723 0.3000 0.3675 0.3495 0.3504 0.3910 0.3270 0.2892 0.2675 0.2828 0.2760 １月 

２月 0.2625 0.2914 0.3119 0.3007 0.2744 0.2730 0.2943 0.3707 0.3558 0.3536 0.3784 0.3174 0.2966 0.2659 0.2891 0.2732 ２月 

３月 0.2670 0.2928 0.3068 0.2959 0.2771 0.2814 0.3038 0.3515 0.3517 0.3609 0.3582 0.3139 0.2970 0.2613 0.2895  ３月 

４月 0.2667 0.2907 0.3071 0.2940 0.2758 0.2790 0.2957 0.3409 0.3370 0.3483 0.3622 0.3048 0.2946 0.2594 0.2953  ４月 

５月 0.2725 0.2960 0.2994 0.2934 0.2843 0.2756 0.2936 0.3405 0.3457 0.3539 0.3696 0.2950 0.2958 0.2534 0.2988  ５月 

６月 0.2751 0.2929 0.3071 0.2887 0.2837 0.2690 0.2841 0.3391 0.3541 0.3579 0.3772 0.3072 0.2938 0.2499 0.3077  ６月 

７月 0.2830 0.2899 0.3100 0.2850 0.2821 0.2699 0.2851 0.3483 0.3664 0.3629 0.3795 0.3006 0.2943 0.2526 0.3082  ７月 

８月 0.2855 0.2889 0.3090 0.2899 0.2831 0.2827 0.2857 0.3467 0.3734 0.3755 0.3808 0.3060 0.2911 0.2613 0.3117  ８月 

９月 0.2865 0.2955 0.3080 0.2963 0.2811 0.2868 0.2996 0.3564 0.3758 0.3874 0.3777 0.2989 0.2807 0.2714 0.3082  ９月 

10月 0.2822 0.3089 0.3100 0.2916 0.2797 0.2813 0.3259 0.3580 0.3763 0.3945 0.3705 0.3002 0.2815 0.2727 0.3043  10月 

11月 0.2857 0.3115 0.3125 0.2837 0.2799 0.2911 0.3415 0.3625 0.3679 0.3897 0.3597 0.2952 0.2646 0.2660 0.2943  11月 

12月 0.2859 0.3159 0.3102 0.2809 0.2773 0.2887 0.3633 0.3596 0.3588 0.3886 0.3472 0.2871 0.2630 0.2696 0.2758  12月 

年平均 0.2764 0.2972 0.3090 0.2924 0.2797 0.2792 0.3061 0.3535 0.3594 0.3686 0.3710 0.3044 0.2869 0.2626 0.2971 0.2746 年平均 
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対台・対外投資統計  1.対台投資 単位：百万 US$､資料：経済部投資審議委員会     ※NIES.3=香港+韓国+シンガポール ※ASEAN.5=マレーシア､インドネシア､タイ､フィリピン､ベトナム 
年 A.対台投 資合計 日 本 NIES .3 ASEA N.5 米 国 欧 州 中 南 米  B. 中 国  A+B 合計 年 

月 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額  件数 金額  件数 金額 月 
2012 2,738 5,559 619 414 457 558 231 165 294 405 239 1,722 408 1,503  138  

138 
136 

332  
349 
335 

 2,876 5,891 2012 

2013 3,206 4,933 618 409 596 611 241 148 299 583 266 687 635 1,625   3,345 5,283 2013 

2014 3,577 5,770 488 549 817 1,008 267 196 273 148 267 1,478 753 1,667   3,713 6,105 2014 

2015 3,789 4,797 471 453 979 577 250 141 265 132 295 1,026 725 1,658  170 
136 

244 
335 

 3,959 5,042 2015 

2016 3,414 11,035 458 348 928 754 236 80 247 192 393 7,395 563 1,749  158 248  3,572 11,285 2016 

2017                     2017 

1 198 367 24 112 63 30 18 1 16 4 18 40 22 139  13 32  211 399 1 

2                     2 

3                     3 

4                     4 

5                     5 

6                     6 

小計                     小計 

7                     7 

8                     8 

9                     9 

10                     10 

11                     11 

12                     12 

小計                     小計 
 

対台・対外投資統計 2.対外投資 単位､資料：同 1.  注：対中国投資は法令修正により 1997 年､1998 年､2002 年､2003 年､2008 年当局事前認可なしの過去の投資案の追認申請を含む 
年 A.対外投 資合計 日 本 NIES .3 ASEA N.5 米 国 欧 州 中 南 米  B. 中 国  A+B 合計 年 

月 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額  件数 金額  件数 金額 月 
2011 306 3,697 21 252 82 731 29 670 44 730 14 39 64 1,049  887 14,377  1,193 18,073 2011 

2012 321 8,099 35 1,089 92 4,811 56 1,221 54 144 26 71 31 311  636 12,792  957 20,891 2012 

2013 373 5,232 25 170 66 536 59 2,006 67 416 25 169 76 403  554 9,190  927 14,422 2013 

2014 493 7,294 50 680 100 731 68 917 83 282 27 936 106 3,136  497 10,277  990 17,570 2014 

2015 462 10,745 35 304 104 1,058 61 3,155 53 362 40 2,511 94 3,091  427 10,965  889 21,710 2015 

2016 496 12,123 32 4,504 96 2,176 78 694 67 320 38 1,137 107 2,898  323 9,670  819 21,793 2016 

2017                     2017 

1 32 462 3 2 8 232 5 155 0 11 2 8 7 35  47 616  79 1,078 1 

2                     2 

3                     3 

4                     4 

5                     5 

6                     6 

7                     7 

8                     8 

9                     9 

10                     10 

11                     11 

12                     12 
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住 所  台北支店：台北市松山区敦化北路 167 号 2 階 ℡:(02)2715-3911 

  台中支店：台中市西屯區府会園道 169 號 8 階 ℡:(04)2374-6300 

  高雄支店：高雄市新興区中正三路 2 号 12 階 ℡:(07) 236-8768 
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1.法律上､会計上の助言：本誌記載の情報は､法律上､会計上､税務上の助言を含むものではありません｡法律上､会計上､税

務上の助言を必要とされる場合は､それぞれの専門家にご相談ください｡ 

2.秘密保持：本誌記載の情報の貴社への開示は貴社の保密義務を前提とするものです｡当該情報については､貴社内部の利

用に限定され､その内容の第三者への開示は禁止されています｡ 

3.著作権：本誌記載の情報の著作権は原則として弊行に帰属します｡いかなる目的であれ本誌の一部または全部について

無断で､いかなる方法においても複写､複製､引用､転載､翻訳､貸与等を行うことを禁止します｡ 

4.免責：本誌記載の情報は､弊行が信頼できると考える各方面から取得しておりますが､その内容の正確性､信頼性､完全性

を保証するものではありません｡弊行は当該情報に起因して発生した損害について､その内容如何にかかわらずいっさ

い責任を負いません｡ 
 

 

 
   

 
 
 


